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平成25年１月31日 

 

各 位 

会 社 名 共英製鋼株式会社 

代表者名 代表取締役社長 森田 浩二 

(コード番号：5440 東証第一部・大証第一部）

問合せ先 取締役専務執行役員 緒方 健 

   （TEL: 06-6346-5221）

 

ベトナム北部鉄鋼事業における投資形態の変更に関するお知らせ 

（孫会社の異動および子会社の解散） 

 

当社は、平成 25 年１月 31 日開催の取締役会において、当社グループ海外事業における持株会社である Kyoei 

Steel Singapore Corporation PTE. LTD.（以下KSSC社）から、同社の完全子会社であるKyoei Steel Vietnam Company 

Limited（ベトナム社会主義共和国北部での鉄鋼事業における生産拠点・以下 KSVC 社）の株式を、KSSC 社への現

在の当社出資比率相当分（60％）取得し、KSVC 社への投資形態を直接投資に変更することを決議いたしましたの

で、以下の通りお知らせいたします。 

  

記 

１． 変更の理由 

当社は平成24年10月１日に発表の通り、ベトナム社会主義共和国北部における鉄鋼事業について現地パー

トナーとの合弁を解消し、KSVC社を、共英製鋼グループの海外事業における持株会社であるKSSC社の完全子

会社といたしました。 

これにより、KSVC 社については日本独資の経営が可能となったため、事業運営の機動性を更に向上させる

ため、従来の間接投資から直接投資へ変更することといたしました。 

 

２． 変更の内容 

KSSC社の現在の株主（出資比率は、当社60％、株式会社メタルワン20％、Marubeni-Itochu Steel Pte Ltd 

20％）が、出資比率に応じてKSVC社の株式を取得し、KSVC社への投資形態を直接投資といたします。本件に

伴い、KSVC社は当社の孫会社から子会社となります。 

なおKSSC社は、KSVC社の株式譲渡後、任意清算手続きに入ります。 

 

３． 異動する孫会社の概要 

(1) 名 称 Kyoei Steel Vietnam Company Limited（KSVC社） 

(2) 所 在 地 ベトナム社会主義共和国 ニンビン省 

(3) 代表者の役職・氏名 社長 針間 直樹 

(4) 事 業 内 容 鋼材の製造・販売（棒鋼、線材） 

(5) 資 本 金 48百万米ドル 

(6) 設 立 年 月 平成23年９月 

(7) 大株主及び持株比率 Kyoei Steel Singapore Corporation PTE. LTD.*（KSSC社） 100％ 
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資 本 関 係 当社は、KSSC社を通じて当該会社に出資しております。

人 的 関 係
当該会社の社長をはじめ計８名の出向者を当社より派遣

しております。 

(8) 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

取 引 関 係

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の

関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 

(9) 
当該会社の最近３年間の

経営成績及び財政状態 

当該会社の実質的な操業開始は平成24 年３月であり、決算期は12 月であ

るため、現時点で該当する情報はありません。 

 

* KSSC社は、海外事業における株式保有を目的として当社が保有する子会社です。 

名  称： Kyoei Steel Singapore Corporation PTE. LTD.（KSSC社） 

所 在 地： シンガポール 

代 表 者： 緒方 健 

資 本 金： 54百万米ドル（平成25年１月31日現在） 

設立年月： 平成23年９月 

出資比率： 共英製鋼株式会社  60％ 

  株式会社メタルワン  20％ 

Marubeni-Itochu Steel Pte Ltd 20％ 

 

４． 今後の予定   

ベトナム当局の認可が得られ次第、平成25年２月中旬を目処に、KSSC社よりKSVC社の株式を譲り受け、

KSVC社を子会社といたします。その後、KSSC社の任意清算手続きを行います。 

なお、KSVC社が保有する事業ライセンス、新ライン投資ライセンス等に本件による影響はなく、KSVC社は

従来通りの操業と新ライン建設を継続します。 

 

５． 今後の見通し 

本件による当社の平成25年３月期連結業績への影響は軽微です。 

なおKSVC 社は引き続き非連結子会社としますが、今後事業規模等の状況に応じ連結化を検討いたします。 

 

以上 

 


